The Historical Change of Nursery Teacher's Examination and the Problem in the Future by 吉見, 昌弘 & Yoshimi, Masahiro
保育士試験の歴史的変遷と今後の課題
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　8，保育士試験の今後の課題
　これまでN保育士試験の開始から現在に至る
までの歴史的動向を概観し、現在の保育士試験
の実施状況について担当老の意見も合わせて考
察してきた。ところで、保育士の資格について
は、平成5年4月「これからの保育所のあり方
について（提言）」（これからの保育所懇談会）
において「保育所等児童福祉施設をめぐる環境
の変化も踏まk，また特徴のある保郁テを目指
して専門的あるいは指導的な業務に従購する保
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母を養成するため、四年制の養成課程の創設や
保母試験制度の改善を含め、保母資格制度の今
後のあり方について早急に研究、検討すること
が要請される。」とあるように保育±資格は新た
な改革の特期に来ている。
　そこでここでは以上の点を踏まえ今後の保育
者の塾ましい姿を検討するために、現在の保育
士試験における三つの課題を取りあげるととも
にその改善策を提案するものとする。
　まず、第一の課題は保育士試験そのものの存
在意義を問い、そしてその必要性から今後の試
験制度を再検討すべきではないかという点であ
る。現在、保育士資格の制度が創設されて、50
年以上が経過している。創設当初は、資格をも
つ保愚の絶対的な不足により、その確保のため
に保母養成校の確立、整備を急がせるとともに、
その間の暫定的な措置として保母試験が実施さ
れるようになったと考えられる。そのため、資
格の取得にあたり保母養成校と保母試験の二つ
の方法が設定され、その大枠はほぼ現状に維持
されている。しかし、近年、保育士養成校によっ
て保育士の養成・確保体制は十分整備され、ま
た乳児保育や、子育て支援、障害児保育などが
進む中、より高度で専門的な保育士の資質が間
われてきている。そのため現在の保育士試験な
どのように、数日の試験のみではその資質を保
証することが困難であり、故に過去においても、
その存在そのものの是非が問われたこともあっ
た。しかし、昭和63年5月r保母試験制度の敬
正について（意見具申）」にあるように、「保母
試験制度の役割はかってに比べて限定的なもの
になってきており、保母の養成・確保について
は、今後、保母養成校が主要な役割を担ってい
く必要があると考える。」としながら「現状にお
いては、保母養成施設の学生以外にも資格取得
の機会を与え、児童の保育に情熱を持つ有為の
人材を確保することに意義も認められ……」と
ある。このように保育士試験には養成校とは異
なる役割があると考えられ、その点において今
後も存続させる必要があると考えるべきであろ
う。
　そこで次のような提案が挙げられる。それは
保育士試験の受験資格の対象を、原則実務経験
老に限定してはどうかというものである。例え
ば、介護福祉士の二種類の資格取得の方法と同
じように、一つは養成校で必要単位を取得する
ことによって資格が授与される方法。もう一つ
は実務経験者もしくはそれに準ずる者が国家試
験を受け、合格することによって授与される方
法というようにすべきである。なぜなら現在の
保育士試験は筆記試験に加えてs実習（実技試
験）を含めて3～4日の試験で合否が決められ
るため、現場での経験（実習）不足が問題とさ
れているからである。その問題を無くすために、
保育±試験では実務経験者を主たる受験資格の
対象者と限定し、養成校とその対象者をすみ分
けるようにしてはどうであろうか。しかし、そ
の易合においても、あくまで保育士試験は保育
士養成校の補完的役割を担うべきである。
　次に、第二の課題は各都道府県ごとで行われ
るという保育士試験の実施状況を検討してはど
うかという点である。現在、保育士試験は各都
道府県において試験問題を作成しN試験が実施
されている。それは、地域の実状にあった試験
が実施される反面、全国的に資質の均等な保育
士が育つのを阻むこととなっているe
　それに対する提案として、保育士資格を社会
福祉士や介護福祉士のように｛資格の法的位置
づけを明確化にし、かっ全国統一試験としては
どうであろうか。資格の法的位置づけが明確に
されることで、専門職としての資質を高め、ま
た国家試験として統一することで、各都道府県
での試験の難易の格差を無くし、より質の高い
保育者が確保される。それと同時に各都道府県
で個別に試験問題を作成、実施する煩わしさが
解消されNより合理的で統一性のある試験が実
施されるものと考える。
　最後の課題はN保育士資格取得の二大柱であ
る保育士養成校と保育士試験による資格取得者
のレベルを同質にすべきであるという点であ
るe
　現況において、養成校の卒業必修単位は68単
位であり、保育士試験の8科目とでは、あまり
にその格差が大きい。また将来的には、平成3
年4月「今後の保母養成のあり方について」（意
見具申　中央福祉審議会）などにおいても「保
母養成の修業年限については、当面、現行どお
り2年制を基本とするが、保育内容、保育方法
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の高度化、多様化に伴って専門性の高い入材の
確保が求められており、今後は4年制による養
成のあり方を検討する必要がある。」とあるよう
に修業年限の4年制化の検討、そしてさらに保
育士資格の分化（等級化）の問題が問われてき
ているなど、ますますその格差が広がろうとし
ている。
　そこで、両者の格差を無くすための提案とし
て、保育士試験を社会福祉士の国家試験のよう
に、養成校を含めたすべての老を対象にした国
家試験としてはどうであろうか。保育士試験と
養成校間の資格取得者の格差のみならずN各保
育士養成校間でも養成される保育士の資質に格
差があると言われている。そのため単位取得後、
全国的に統一された国家試験を課すことによっ
て、より質の安定した保育士が確保されるもの
と思われる。またその際には養成校卒業以外の
実務経験者などは、受験資格として実務経験に
加えて1年程度の短期養成施設を修了するなど
の処置をすれば良いのではないだろうか。
　このように、保育士試験は保育士の資格制度
において未だ重要な役割を担いつつ、数多くの
課題をもっ制度でもある。今後児童福祉・保育
制度の改革に伴い、保育士養成校のあり方も視
野に入れ、上述のような、より望ましい保育老
養成のための試験制度の改革が進められていく
ぺきであろう。
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